
 改正後 改正前 

参考（改正後の通知全文） 

厚生労働省発社援 0315第 9号 

平成２２年３月１５日 

第一次改正、第二次改正 

第三次改正、第四次改正 

第五次改正、第六次改正 

第七次改正、第八次改正 

第九次改正、第十次改正 

第十一次改正、第十二次改正 

第十三次改正、第十四次改正 

厚生労働省発社援 0515第８号 

令和６年５月 15日 

 

 

 

 

 

   都道府県知事 

   指定都市市長 

   中核市市長 

 

 

 

厚生労働事務次官 

 

 

社会福祉施設等災害復旧費の国庫補助について 

 

 

  標記の国庫補助金の交付については、別紙「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要

綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこととされ、平成２１年４月１日から適用す

ることとされたので通知する。 

 なお、各都道府県知事におかれては、本通知中、市町村又は社会福祉法人等に対して国庫

補助を行うこととされている部分については、貴管内市町村又は社会福祉法人等に対する周

知につき配慮願いたい。 

 

 

参考（改正後の通知全文） 

厚生労働省発社援 0315第 9号 

平成２２年３月１５日 

第一次改正、第二次改正 

第三次改正、第四次改正 

第五次改正、第六次改正 

第七次改正、第八次改正 

第九次改正、第十次改正 

第十一次改正、第十二次改正 

 

省  略    

 

第十三次改正 

厚生労働省発社援 0703第５号 

令和５年７月３日 

 

 

   都道府県知事 

   指定都市市長 

   中核市市長 

   児童相談所設置市市長 

 

 

厚生労働事務次官 

 

 

社会福祉施設等災害復旧費の国庫補助について 

 

 

  標記の国庫補助金の交付については、別紙「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要

綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこととされ、平成２１年４月１日から適用す

ることとされたので通知する。 

 なお、各都道府県知事におかれては、本通知中、市町村又は社会福祉法人等に対して国庫

補助を行うこととされている部分については、貴管内市町村又は社会福祉法人等に対する周

知につき配慮願いたい。 

 

 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱 新旧対照表 新旧対照表 

各 殿 各 殿 



2 

別  紙 

 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱 

 

第１（略） 

 

第２ 社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金 

  （交付の目的） 

  １ （略） 

 

  （定義） 

 ２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、中分類及び

小分類の施設をいう。 

  （１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

区  分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

①～⑨（略）    

⑩ 「困難な問題を

抱える女性への

支援に関する法

律」（令和４年法

律第５２号）第９

条第１項に基づ

く女性相談支援

センター、同条第

６項に基づく困

難な問題を抱え

る女性の一時保

護を行う施設（以

下一時保護所」と

いう。）同法第１

２条第１項に基

づく女性自立支

援施設 

 

女性相談支援セン

ター 

一時保護所 

女性自立支援施設 

  

⑪ （略）    

 （２）（略） 

 

 

別  紙 

 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱 

 

第１（略） 

 

第２ 社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金 

  （交付の目的） 

  １ （略） 

 

  （定義） 

 ２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、中分類及び

小分類の施設をいう。 

  （１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

区  分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

①～⑨（略）    

⑩ 売春防止法（

昭和３１年法律第

１１８号）第３４

条第１項及び第２

項に基づく婦人相

談所、同法第３４

条第５項に基づく

要保護女子を一時

保護する一時保護

施設、同法第３６

条に基づく要保護

女子を収容保護す

るための婦人保護

施設（以下「婦人

保護施設等」とい

う。） 

 

婦人相談所 

一時保護施設 

婦人保護施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑪ （略）    

（２）（略） 
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  （交付の対象） 

 ３ 災害復旧費補助金は、直接補助事業の場合においては、次の事業を交付の対象とする。 

    次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に定

める設置者が設置する施設に係る施設整備事業。 

    （１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置者 ④国庫補助率 

(1)～(6)（略）  

 

   

(7) 女性自立支援

施設等 

  ｱ 女性相談支援

センター及び一

時保護所 

 

 

  ｲ 女性自立支援

施設 

 

 

 

 

困難な問題を抱え

る女性への支援に

関する法律第９条

第１項及び第６項 

 

困難な問題を抱え

る女性への支援に

関する法律第１２

条第１項 

 

 

 

都道府県又は指定

都市 

 

 

 

都道府県 

 

 

  １／２ 

 

 

 

 

  １／２ 

(8)（略） 

 

     

   （２）（略） 

 

 

 ４ 災害復旧費補助金は、間接補助事業の場合においては、次の事業を交付の対象とする。 

    次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に定

める設置者が設置する施設に係る施設整備事業に対し、④欄に定める補助根拠等によ

り⑤欄に定める補助者が行う補助。 

   ア（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

①施設の

種類 

②設置根

拠等 

③設置者 ④補助根

拠等 

⑤補助者 ⑥補助率 ⑦国庫補

助率 

(1)～ (6)

（略） 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

(7) 女性

自立支援

施設 

困難な問

題を抱え

る女性へ

の支援に

社会福祉

法人 

困難な問

題を抱え

る女性へ

の支援に

都道府県 ３／４ 

 

２／３ 

  （交付の対象） 

 ３ 災害復旧費補助金は、直接補助事業の場合においては、次の事業を交付の対象とする。 

    次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に定

める設置者が設置する施設に係る施設整備事業。 

    （１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置者 ④国庫補助率 

(1)～(6)（略）  

 

   

(7) 婦人保護施設

等 

ｱ 婦人相談所及

び一時保護施設 

 

 

  ｲ 婦人保護施設 

 

 

 

 

 

 

 

売春防止法第３４

条第１項、第２項及

び第５項 

 

売春防止法第３６

条 

 

 

都道府県又は指定

都市 

 

 

都道府県 

 

 

  １／２ 

 

 

 

  １／２ 

(8)（略） 

 

     

   （２）（略） 

 

 

 ４ 災害復旧費補助金は、間接補助事業の場合においては、次の事業を交付の対象とする。 

    次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に定

める設置者が設置する施設に係る施設整備事業に対し、④欄に定める補助根拠等によ

り⑤欄に定める補助者が行う補助。 

   ア（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

①施設の

種類 

②設置根

拠等 

③設置者 ④補助根

拠等 

⑤補助者 ⑥補助率 ⑦国庫補

助率 

(1)～ (6)

（略） 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

(7) 婦人

保護 

施設 

売春防止

法第３６

条 

社会福祉

法人 

売春防止 

法第３９ 

条 

 

都道府県 ３／４ 

 

２／３ 
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関する法

律第１２

条第１項 

 

関する法

律第２１

条第１項 

(8)（略） （略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

  イ（略） 

 

 ５（略） 

 

６（１）（略） 

（２）間接補助事業の場合 

   ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表の第２欄に定める対象経費     

の実支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法 

人の場合は、寄付金収入額を除く。)を控除した額とを比較して少ない方の 

額を選定する。 

     イ ４の表の①欄に定める施設の種類ごとに、別表の第１欄により算出した基準額

の合計額を算出する。 

     ウ アにより選定された額と、イにより算出した額とを比較して少ない方の額に、

４の表の⑥欄に定める補助率を乗じて得た額と、施設の種類ごとに算出した都道

府県又は指定都市、中核市が補助した額の合計額とを比較していずれか少ない方

の額の施設の種類ごとの額（以下、「国庫補助基本額」という。）に、４の表の

⑦欄に定める国庫補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

 

 

（３）（略） 

 

７～１０（略） 

 

別表（略）              
 

 

 

 

(8)（略） （略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

イ（略） 

 

 ５（略） 

 

６（１）（略） 

（２）間接補助事業の場合 

   ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表の第２欄に定める対象経費     

の実支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法 

人の場合は、寄付金収入額を除く。)を控除した額とを比較して少ない方の 

額を選定する。 

     イ ４の表の①欄に定める施設の種類ごとに、別表の第１欄により算出した基準額

の合計額を算出する。 

     ウ アにより選定された額と、イにより算出した額とを比較して少ない方の額に、

４の表の⑥欄に定める補助率を乗じて得た額と、施設の種類ごとに算出した都道

府県又は指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市が補助した額の合計額とを

比較していずれか少ない方の額の施設の種類ごとの額（以下、「国庫補助基本額」

という。）に、４の表の⑦欄に定める国庫補助率を乗じて得た額の範囲内の額を

交付額とする。 

 

（３）（略） 

 

７～１０（略） 

 

別表（略）              
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別紙７～９（略）     

                                   
別紙７～９（略）    


